
１  設立経緯

２  組織の概要  （令和５年(2023年)４月１日現在）

    [組織機構]

公益社団法人熊本県林業公社について

理 事 長

副理事長

専務理事

事務局長

事業課総務課

※森林整備法人とは、造林又は育林の事業及び分収方式による造林又は育林の促進を行うことを
目的として、林野庁長官の承認を受けて知事が認定した法人。森林整備法人は、地方公共団体と
同じく、分収造林・育林の募集を行う場合の知事への届出、勧告等の規定が適用されない。

（副知事）

（熊本県農林水産部長）

（熊本県農林水産部森林局長）

社 員 44名
熊 本 県 1名
市 町 村 29名
県 森 連 1名
森林組合 13名

理事（13名）
監事（ 2名）
会計監査人(2名)

・総務事務、総会・理事会
・予算・決算、経理、監査
・契約変更事務
・県有林受託事業など

・森林整備（保育）
・路網整備
・処分（主伐、間伐）
・補助金事務など

○ 昭和36年、八代郡泉村五家荘地区での投機的な山林売買や無計画な伐採に対処し、計画
的な造林を推進するため、分収林特別措置法に基づき、県主導のもと「社団法人五家荘林
業公社」として設立

○ 昭和46年、松くい虫被害地の跡地造林等を進めるため、業務範囲を県内一円とする

「社団法人熊本県林業公社」に改組

○ 昭和60年、分収林特別措置法に基づく森林整備法人に認定

○ 平成25年、公益社団法人に移行

(1) 社 員 44名（熊本県、29市町村、熊本県森林組合連合会、13森林組合）

(2) 職 員 12名（プロパー5名、県派遣2名、嘱託5名）

(3) 長期預り金 17,100千円

(熊本県 7,700千円、市町村 5,200千円、県森林組合連合会 500千円、森林組合 3,700千円)

理 事 長

副理事長

専務理事

事務局長

事業課総務課

※森林整備法人とは、造林又は育林の事業及び分収方式による造林又は育林の促進を行うことを
目的として、林野庁長官の承認を受けて知事が認定した法人。森林整備法人は、地方公共団体と
同じく、分収造林・育林の募集を行う場合の知事への届出、勧告等の規定が適用されない。

（副知事）

（熊本県農林水産部長）

（熊本県農林水産部森林局長）

5名 (県派遣1名、プロパー1名、嘱託3名） 6名（県派遣1名、プロパー3名、嘱託2名）

社 員 44名
熊 本 県 1名
市 町 村 29名
県 森 連 1名
森林組合 13名

理事（13名）
監事（ 2名）
会計監査人(2名)

・総務事務、総会・理事会
・予算・決算、経理、監査
・契約変更事務
・県有林受託事業など

・森林整備（保育）
・路網整備
・処分（主伐、間伐）
・補助金事務など

○ 昭和36年、八代郡泉村五家荘地区での投機的な山林売買や無計画な伐採に対処し、計画
的な造林を推進するため、分収林特別措置法に基づき、県主導のもと「社団法人五家荘林
業公社」として設立

○ 昭和46年、松くい虫被害地の跡地造林等を進めるため、業務範囲を県内一円とする

「社団法人熊本県林業公社」に改組

○ 昭和60年、分収林特別措置法に基づく森林整備法人に認定

○ 平成25年、公益社団法人に移行

(1) 社 員 44名（熊本県、29市町村、熊本県森林組合連合会、13森林組合）

(2) 職 員 12名（プロパー4名、県派遣2名、嘱託6名）

(3) 長期預り金 17,100千円

(熊本県 7,700千円、市町村 5,200千円、県森林組合連合会 500千円、森林組合 3,700千円)



３  事業の概要

  (1) 分収契約の概要

  (2) 社有林の概要

①　社有林の現況

分収造林 分収育林 社有林計

団地数
(契約件数)

契約面積 施業面積
団地数

(契約件数)
契約面積 施業面積

団地数
(契約件数)

契約面積 施業面積

ha ha ha ha ha ha

面積 723 8,572.44 7,748.65 74 446.27 434.71 797 9,018.71 8,183.36

(1,328) (88) (1,416)

  団地数（797団地） 契約面積（9,018.71ha)

　　　　※施業面積は、契約面積の中で、岩石地等を除き実際に植林がなされ森林施業を行っている区域面積

②　地域別社有林面積（契約面積）

区分

分収

造林

91%

分収

育林

9%

分収

造林 95%

分収

育林

5%

林業公社による森林整備は、土地所有者との間で締結した契約に基づき、林業公社が費用を負担
して造林、保育、管理を行い、伐採時に立木の販売収入を土地所有者と分け合う「分収契約」方
式により実施している。
分収割合は、当初「林業公社60：土地所有者40」を基準として進めてきたが、平成４年以降の

契約は、「70：30」を基準としている。さらに、平成12年度以降は、放置されている皆伐跡地に
ついて公益的機能の確保上必要な場合に限定して植栽を行っており、この場合分収割合を「林業
公社85：土地所有者15」としている。
林業公社は、公的森林整備機関として、分収方式による森林造成を昭和36年の設立以来積極的

に推進し、令和２年度末現在で契約件数1,421件、9,157ヘクタールの分収林を管理している。
この間、林業公社事業は山村における雇用機会の創出等地域振興のほか、水源かん養機能等の

環境保全にも大きく貢献してきた。

林業公社が管理経営する森林は、全県的に分布しているが、設立の経緯等から八代、球磨、天

草地域に多く分布する。

また樹種は、ヒノキ63％、スギ35％、マツその他２％となっており、10齢級（46～50年生）を

ピークに多くが利用間伐（素材生産）に適した森林である。

分収

造林

91%

分収

育林
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分収

造林 95%

分収

育林

5%

林業公社による森林整備は、土地所有者との間で締結した契約に基づき、林業公社が費用を負担
して造林、保育、管理を行い、伐採時に立木の販売収入を土地所有者と分け合う「分収契約」方
式により実施している。
分収割合は、当初「林業公社60：土地所有者40」を基準として進めてきたが、平成４年以降の

契約は、「70：30」を基準としている。さらに、平成12年度以降は、放置されている皆伐跡地に
ついて公益的機能の確保上必要な場合に限定して植栽を行っており、この場合分収割合を「林業
公社85：土地所有者15」としている。
林業公社は、公的森林整備機関として、分収方式による森林造成を昭和36年の設立以来積極的

に推進し、令和４年度末現在で契約件数1,416件、9,019ヘクタールの分収林を管理している。
この間、林業公社事業は山村における雇用機会の創出等地域振興のほか、水源かん養機能等の

環境保全にも大きく貢献してきた。

林業公社が管理経営する森林は、全県的に分布しているが、設立の経緯等から八代、球磨、天

草地域に多く分布する。

また樹種は、ヒノキ63％、スギ35％、マツその他２％となっており、10齢級（46～50年生）を

ピークに多くが利用間伐（素材生産）に適した森林である。

地域名 市町村名 団地数 面積(ha)
分収造
林・育林
の有無

地域名 市町村名 団地数 面積(ha)
分収造
林・育林
の有無

宇土市 8 61.41 造 人吉市 22 356.22 造
宇城市 14 80.41 造、育 錦町 2 73.92 造
美里町 5 25.02 造、育 多良木町 32 386.97 造、育

鹿本 山鹿市 35 206.72 造、育 湯前町 1 15.86 造
菊池市 2 26.16 造 水上村 26 245.00 造
大津町 5 37.88 造 相良村 40 320.93 造、育
高森町 65 327.11 造、育 五木村 39 631.32 造、育
西原村 1 33.19 造 山江村 19 268.54 造
御船町 15 102.01 造、育 球磨村 26 476.22 造、育
益城町 5 69.63 造、育 あさぎり町 7 64.25 造
甲佐町 2 7.50 造 上天草市 19 133.66 造、育
山都町 13 76.99 造、育 天草市 186 1,486.92 造、育

八代 八代市 141 2,987.00 造、育 苓北町 13 222.88 造、育
水俣市 3 37.46 造
芦北町 51 257.53 造、育 計 797 9,018.71

芦北

球磨

宇城

菊池

阿蘇

上益城

天草



③　社有林樹種別面積（県内民有林との比較） 単位：ha

区分 樹種 スギ ヒノキ マツ クヌギ その他 計 除地外 合計

林業公社 面積 2,864.89 5,165.61 128.82 17.02 7.02 8,183.36 835.35 9,018.71

県内民有林 面積 139,051.43 89,987.79 6,061.69 15,620.61 115,865.67 366,587.19 30,185.42 396,772.61

(うち人工林) 面積 139,051.43 89,987.79 3,992.78 6,235.03 2,410.21 241,677.24 241,677.24

　※　林業公社の除地外は、作業道敷、植栽困難地等であり、県内民有林の除地外は、未立木地、更新困難地、竹林等である。

④　社有林の齢級構成（県内民有林の人工林との比較） 単位：ha

林齢 1～5 6～10 11～15 16～20 21～25 26～30 31～35 36～40 41～45

林業公社 11.39 4.90 2.46 31.04 86.65 368.85 902.91 1,100.30 1,568.06

県内民有林 2,201.37 4,576.78 3,506.53 4,430.46 3,584.64 3,511.62 5,629.06 6,385.69 14,368.96

齢級：1齢級は5か年の幅に、林齢を括ったもので、1年生から5年生までを1齢級、6年生から10年生までを2齢級として表示する。

林齢 46～50 51～55 56～60 61～65 66～70 71～75 76～80 81～85 86以上

林業公社 1,785.97 1,426.48 738.89 155.46 -  -  -  -  -  

県内民有林 25,136.76 36,193.13 40,344.65 41,574.30 25,527.69 10,888.94 4,896.99 3,065.60 5,854.07

注）上記 ①～④ ：社有林現況は公社管理データ、県内民有林現況は熊本県民有林

　　              資源調査書による（令和５年(2023年)４月現在）。
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